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継続企業の前提に関する注記に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年 2 月 10 日開催の取締役会において、当社の平成 23 年 3 月期第 3四半期決算短信及び

四半期報告書における継続企業の前提に関する事項について、下記の通り注記することといたしましたの

で、お知らせいたします。 

記 

  

当社グループは、前連結会計年度において、２期連続して経常損失を計上したことに加えて、２期連続

して多額の減損損失等を計上したことに伴う純資産の大幅な減少により、当社グループが借入しているシ

ンジケートローンの財務制限条項に抵触しました。当第２四半期連結会計期間においても減損損失等の特

別損失の計上により多額の四半期純損失を計上し、引き続き財務制限条項に抵触しておりました。その後、

シンジケートローンの期限の利益の継続同意により、財務制限条項の抵触の状態は解消されましたが、財

務制限条項の条件緩和についてはすべての金融機関との合意には至っておらず、当連結会計年度末に再び

財務制限条項に抵触する可能性があります。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しております。 

  当社グループは、当該状況を解消し又は改善すべく、平成 21 年 11 月に策定した「経営改善計画～New 

Karakami Project～」に基づき（1）北海道地区ホテルのオペレーション見直しや地区単位での営業基盤

強化などによる収益力強化、（2）有利子負債の圧縮や資金繰りの安定化などによる財務体質強化、（3）

組織体制の見直しや従業員モチベーションの向上などによる組織力強化を進めてきましたが、前連結会計

年度及び当第３四半期連結累計期間における実績は計画策定時点の予想を大きく下回っております。特に

主要なセグメントである北海道地区の改善が急務であり、北海道地区の営業施策を重点強化することと並

行して、翌連結会計年度に向けて経営改善計画の基本方針の抜本的な見直しに着手しております。 

また、主要金融機関との交渉状況に関しては、当社グループのメインバンクである株式会社北海道銀行

並びに同行を含むシンジケートローンの主幹事行に融資継続の姿勢に変わりはなく、上記経営改善計画の

見直し、並びに、シンジケートローンの財務制限条項の条件緩和を含めて引き続き交渉中であります。 

しかし、経営改善計画の抜本的な見直しについては、翌連結会計年度の最繁忙期に向けて、メインバン

クを中心とした主要金融機関と協議中であり、当連結会計年度末に再び抵触する可能性のある財務制限条

項については、金融機関との条件変更等の同意を得ていないため、現時点では継続企業に関する重要な不

確実性が認められます。 

  なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

 

以 上 


